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広報ぬまた 平成29年11月１日

市役所 123－2111524－5179 白沢支所 153－2111553－2188 利根支所 156－2111556－36743

※資本的収入額が支出額に対して不足する額3,403万円は、当年度分消費税および
地方消費税資本的収支調整額、過年度分損益勘定留保資金および当年度分損益
勘定留保資金で補　しました ※平成29年３月31日現在の住民基本台帳による

特別会計

問い合わせ　財政課財政係1内線３２６２

市民１人当たりの歳入と歳出

水道事業

歳入

46万5,028円

歳出

44万9,027円

１世帯当たりの歳入と歳出

人口　49,490人　世帯　20,543世帯

歳入

112万295円

歳出

108万1,748円

平成28年度

決算状況

第４回沼田市議会定例会において、平成28年度一般会計

および特別会計７件の歳入歳出決算と水道事業決算が認定

されました。

一般会計の歳入は230億1,422万円、歳出は222億2,235万

円です。各会計別の決算はグラフと表のとおりです。金額

は万円単位にしたため、端数処理をしてあります。

平成28年度決算に基づく本市の状況については次のとおりです。

１　健全化判断比率

本市に実質赤字額および連結実質赤字額はありませんでした。また、本市の実質公債費比率および将来負担比率は、

早期健全化基準を下回りました。

２　資金不足比率

本市が経営する５特別会計(水道事業会計、簡易水道事業特別会計、下水道事業特別会計、農業集落排水事業特別会計、

電気事業特別会計)に資金不足額は生じませんでした。

※資金不足比率とは、地方公共団体(一部事務組合などを含む)が経営する上下水道事業、病院事業、観光施設事業など

の公営企業の資金の不足額の程度を示す指標

平成28年度決算における健全化判断比率および資金不足比率は、基準を下回っていますが、本市の

財政を取り巻く状況は依然として厳しく、今後もより健全化に向けた財政運営に努めます。

教育委員会は教育長と４人の委

員で構成されています。このうち、

平形昇さん(屋形原町)が、議会の

同意を得て、10月１日付で新教育

委員に任命されました。

区分

区分 収入済額

収益的収入および支出

資本的収入および支出

4億651万円

8,010万円

支出済額

3億3,194万円

1億1,413万円

国民健康保険

後期高齢者医療

介護保険

簡易水道事業

下水道事業

農業集落排水事業

電気事業

70億7,554万円

5億8,995万円

50億3,391万円

3億9,357万円

14億1,374万円

1億7,357万円

1億2,271万円

70億6,559万円

5億8,986万円

48億8,404万円

3億9,357万円

14億1,374万円

1億7,357万円

1億2,271万円

995万円

9万円

1億4,987万円

－

－

－

－

歳入決算額 歳出決算額 差引額

｢地方公共団体の財政の健全化に関する法律｣に基づく

健全化判断比率・資金不足比率

本市の健全化判断比率

※「－」は、実質赤字額、連結実質赤字額がないことを示します

教育委員に平形昇さん

平形昇さん

公平委員の定数は法律で３人と

定められており、識見を有する人

から選出され、議会の同意を得て

選任されています。このうち、小

林一太さん(利根町大原)が、11月

１日付で選任されました。

公平委員に小林一太さん

人権擁護委員に佐藤豊子さん

人権擁護委員は法務大臣から委嘱を受け、人権啓発活動や

人権問題の相談に応じるなど、人権に関するさまざまな活動

に取り組んでいます。

委員の任期は３年間で、現在本市では11人が委嘱を受け活

動しています。このうち、佐藤豊子さん(白沢町下古語父)が、

10月１日付で委嘱されました。

法務大臣表彰を野上文子さんが受賞

人権擁護委員の野上文子さんが、法務大臣表彰を受賞され

れました。

野上さんは、平成17年１月から現在に至るまで、約13年の

長期にわたり、人権擁護委員として人権尊重思想の普及に努

められ、地域に密着した活動をされています。

問い合わせ　生活課生活係(東原庁舎内)1内線７７３５１

人権擁護委員の委嘱・法務大臣表彰の受賞

小林一太さん

公平委員、教育委員、人権擁護委員

区分

早期健全化比率

平成28年度

平成27年度

平成26年度

平成25年度

平成24年度

12.84％

－

－

－

－

－

17.84％

－

－

－

－

－

25.0％

9.7％

10.6％

11.6％

13.1％

14.4％

350.0％

68.6％

73.1％

82.9％

86.2％

95.3％

福祉、教育、まちづくり
など、市町村の行政事
務本体における赤字
の程度を示す指標

実質赤字比率

市町村の全ての会計の赤
字と黒字を合算し、赤字
額が黒字額を上回る場合
にその程度を示す指標

連結実質赤字比率

市町村の一般会計などが負担する公
債費およびこれに準ずる経費の大き
さを示す指標(過去３カ年平均で算
定)

実質公債費比率

市町村が翌年度以降におい
て負担することが確定してい
る債務および負担が見込ま
れる債務の大きさを示す指標

将来負担比率

一般会計

歳入

230億円 222億円
歳出

※歳入の｢その他｣は、自動車取得税交付金、配当割交付

金、寄附金、株式譲渡所得割交付金、地方特例交付金、

ゴルフ場利用税交付金、交通安全対策特別交付金、利

子割交付金、繰越金です


